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はじめに

○港湾 BCP とは

危機的事象による被害が発生しても、当該港湾の重要機能が最低限維持できるよう、

危機的事象の発生後に行う具体的な対応（対応計画）と、平時に行うマネジメント活

動（マネジメント計画）等を示したもの。

・危機的事象： 大地震等の自然災害、感染症のまん延、テロ等の事件、大事故、

突発的な港湾運営環境の変化

・重要機能 ： 優先的に機能継続を図る必要がある港湾機能

・対応計画 ： 直前予防対応、初動対応、緊急輸送対応、機能継続に関する対応

・マネジメント計画 ： 事前対策、教育・訓練、見直し・改善

◎危機的事象の設定：

・自然災害（地震・津波、台風・高潮）

（１）地震

長崎県地域防災計画（震災対策編）で想定されている地震動を対象とする。

防災計画においては、県内の活断層で最大の規模が予測されるのは、雲仙地溝南縁

断層帯の東部と西部が連動する場合であるが、活断層が確認されていない場所でも

想定され得ることから、県内全域で M6.9（震源断層上端の深さ 3km）が想定さ

れている。

港名 地区名 雲仙地溝南縁断層帯 県内全域 M6.9

厳原港 対馬 震度 3 以下 震度 6 弱～6 強

（２）津波

長崎県地域防災計画（震災対策編）で想定されている津波を対象とする。

津波による海面への影響開始時間や最高津波水位の到達時間は、津波断層モデルに

よって異なるが、最高津波水位（市町単位）場合の諸元は以下のとおり。

なお、港湾区域及びその周辺の状況は、別途資料を参照。

港名 市町名 影響開始

時間

最大津波

到達時間

最高津波

水位

最大クラスの津波をもた

らす津波断層モデル

厳原港 対馬市 50 分 71 分 T.P. 5m 対馬海峡東の断層

◎厳原港の重要機能：

①防災拠点機能【厳原地区】     ②本土への物流・人流機能【厳原地区】

  →緊急物資輸送、緊急物資保管    →本土への貨物輸送、旅客輸送

  施設名：厳原 4 号岸壁(-7.5m)   施設名： 厳原 1 号岸壁(-5.0m)

③燃料供給機能【久田地区】           厳原 2 号岸壁(-5.5ｍ)

→島内への燃料供給              厳原 3 号岸壁(-7.5m)

施設名：久田物揚場(-4.0m)・久田岸壁(-5.5m)   厳原 4 号岸壁(-7.5m)
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１． 基本方針

厳原港の「港湾の事業継続計画（以下、「港湾ＢＣＰ」という）」は、雲仙地溝南縁

断層帯における地震及び対馬海峡東の断層地震に伴う津波などが発生した場合に、二

次災害の発生を抑止しつつ緊急物資の海上輸送を確保するとともに、当該港湾が「緊

急物資輸送、緊急物資保管の拠点」「本土からの貨物輸送、旅客輸送の拠点」「島内へ

の燃料供給の拠点」であることを踏まえ、物流、人流の機能低下抑制及び早期機能回

復を最優先に対応することを基本方針とする。また、複合災害（マルチハザード）や

巨大災害等の発生可能性があることも心得、次項以降に示す対応計画の実施に努める

こととする。

重要機能（港湾機能）の位置を図１－１に示す。

図１－１ 厳原港の重要機能（港湾機能）の位置

本土からの物流・人流機能

（本土からの貨物輸送・旅客輸送の拠点）

防災拠点機能

（緊急物資輸送、緊急物資保管の拠点）

厳原 1 号岸壁(-5.0m)

厳原 3 号岸壁(-7.5m)

厳原 4 号岸壁(-7.5m)

厳原 2 号岸壁(-5.5m)久田岸壁(-5.5m)

久田物揚場(-4.0m)

燃料供給拠点機能

（島内への燃料供給の拠点）
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２． 実施体制

本港湾ＢＣＰの「策定」、「事前対策」や「教育・訓練」、さらにはＰＤＣＡ（注１）の

手法による継続的な「見直し・改善」を行う恒久的組織として、港湾関係者による「厳

原港港湾ＢＣＰ協議会」（以下、「協議会」という）を設置し、継続的に運営していく

こととする。協議会の構成を表２－１、連絡網を図２－１に示す。

（注1）Plan(計画)、Do(実行)、Check(確認)、Action(行動)の行動プロセス

表２－１ 協議会の構成

区分 協議会メンバー

1 港運関係 対州海運㈱ 対馬支店

2 壱岐・対馬フェリー㈱ 厳原発着所

3 博多海陸運送㈱ 対馬支店

4 九州郵船㈱ 対馬支店

5 建設関係 （一社）長崎県港湾漁港建設業協会 対馬支部

6 エネルギー ㈱ENEOSフロンティア長崎カンパニー

7 官公庁 国土交通省 九州運輸局

8 九州地方整備局 長崎港湾・空港整備事務所

9 対馬海上保安部

10 対馬市建設部管理課

11 長崎県土木部港湾課

12 長崎県対馬振興局建設部 管理課

13 事務局 長崎県対馬振興局建設部 河港課
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厳原港BCP協議会の緊急連絡網

九州地方整備局
（長崎港湾・空港整備事務所）

長崎県土木部港湾課

長崎県対馬振興局建設部
河港課（事務局）、管理課

対州海運㈱
対馬支店

壱岐・対馬フェリー㈱
厳原発着所

対馬海上保安部

博多海陸運送㈱
対馬支店

九州郵船㈱
対馬支店

㈱ENEOSフロンティア
長崎カンパニー

対馬市建設部管理課

国土交通省
九州運輸局

（一社）長崎県港湾漁港
建設業協会

     
※電話番号、メールアドレス等の個別情報に関する内容等は、「参考資料（担当者限り）」として別葉とする。

図２－１ 協議会の緊急連絡網
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３． 分析・検討

雲仙地溝南縁断層帯における地震及び対馬海峡東の断層地震に伴う津波などが発

生した場合において、その影響が及ぶ対象者の範囲、岸壁機能の低下、代替輸送に

よるコストの増加、利用者が負う損失、港湾利用者の事業停止やその機能の低下へ

の懸念、背後地域への社会的信頼性低下などの視点から検討を行い、また当該港湾

が「緊急物資輸送、緊急物資保管の拠点」、「本土からの貨物輸送、旅客輸送の拠点」

「島内への燃料供給の拠点」であることを踏まえ、防災拠点機能、本土からの物流・

人流機能、燃料供給機能を重要機能とする。

港湾ＢＣＰの概念図について図３－１を示す。港湾ＢＣＰの基本的な考え方とし

て危機的事象が発生しても、「港湾ＢＣＰによる復旧曲線」で示すような復旧曲線

になるように事前対応・事後対応を実施していくことが必要である。

  台風襲来など事前に予見可能な自然災害にあたり直前予防対策が必要な施設に

ついては、別添資料「被災時に点検する施設一覧表（別紙－１）」に示す直前対

応を実施する。

なお、岸壁の被災イメージは写真３－１、被害想定については表３－１のとおり

とし、甚大な被害が発生した場合を想定して対応計画を作成する。   

図３－１ 港湾 BCP 概念図
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軽微 甚大

壊滅

写真３－１ 被災イメージ（岸壁）
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表３－１ 被害想定

◎緊急物資輸送対応【厳原地区】

※復旧に要する期間とは、発災から復旧するまでの期間を指す

復旧に要す
る期間

被害状況
復旧に要す

る期間
被害状況

復旧に要す
る期間

被害状況

厳原4号岸壁(-7.5m)
《耐震強化》

1日
エプロンに一部段差発生
（荷役に支障なし）

3日 被害軽微 － 想定しない（Lv2地震動対応）

水域 1日 漂流物が海面上に見られる 4日
漂流物等により航路・泊地が一部閉

塞
10日

漂流物等により航路・泊地が全体的

に閉塞

ふ頭用地 1日 一部陥没 2日 一部陥没、貨物散乱 1ヶ月 広範囲に陥没、貨物散乱多数

施設

軽微 甚大 壊滅

◎本土からの貨物・旅客輸送対応【厳原地区】

復旧に要す

る期間
被害状況

復旧に要す

る期間
被害状況

復旧に要す

る期間
被害状況

厳原1号岸壁(-5.0m)
厳原2号岸壁(-5.5m)

厳原3号岸壁(-7.5m)
厳原4号岸壁(-7.5m)

1日
エプロンに一部段差発生

（荷役に支障なし）
3ヶ月 岸壁本体が損傷 2～3年 岸壁が倒壊

可動橋 7日 電源障害（配線破断） 10ヶ月
シリンダー部が損傷し可動しない状

況
2～3年 可動橋が落橋し、橋台も倒壊

ボーティング・ブリッジ 7日 電源障害（配線破断） 10ヶ月 段差が生じ、可動部が動かない状況 2～3年 橋脚が倒壊し、通路が欠落

ターミナル 7日 電源障害（配線破断） 6ヶ月
数カ所に亀裂が発生、窓ガラスの破

損や水道、電気が不通
2～3年 ターミナルビルが倒壊

電気設備 1日 被害軽微 7日 被害軽微、停電 6ヶ月 受電設備、配電管、配線が浸水

駐車場 1日 一部亀裂発生 3ヶ月 一部陥没 2～3年 全面にわたり液状化が発生

水域 1日 漂流物が海面上に見られる 4日
漂流物等により航路・泊地が一部閉

塞
10日

漂流物等により航路・泊地が全体的

に閉塞

ふ頭用地 1日 一部亀裂発生 3ヶ月 一部陥没 2～3年 全面にわたり液状化が発生

臨港道路 1日 一部亀裂発生 3ヶ月 一部陥没 2～3年 全面にわたり液状化が発生

施設

軽微 甚大 壊滅

◎島内への燃料供給機能対応【久田地区】

復旧に要す
る期間

被害状況
復旧に要す

る期間
被害状況

復旧に要す
る期間

被害状況

久田物揚場（‐4.0ｍ）

久田岸壁（-5.5ｍ）
1日

エプロンに一部段差発生

（荷役に支障なし）
3日 被害軽微 2～3年 岸壁が倒壊

臨港道路 1日 一部亀裂発生 3ヶ月 一部陥没 2～3年 全面にわたり液状化が発生

水域 1日 漂流物が海面上に見られる 4日
漂流物等により航路・泊地が一部閉
塞

10日
漂流物等により航路・泊地が全体的
に閉塞

施設

軽微 甚大 壊滅
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港湾ＢＣＰにおいて、港湾内脆弱箇所や浸水想定区域を予め把握しておくことは、

港湾事業者等にとっての自助、共助を促すことに繋がり、被害軽減につながる。

図３－２に示すものが、本港における津波浸水想定図で、図３－３及び３－４に示

すものが、本港における津波災害警戒区域であり、本計画に位置付けるとともに、４．

対応計画、５．事前対策に示すとおり、必要に応じて、県民等に対し情報提供を行う。

また、自然災害が発生した場合、ガレキ等の仮置き場を事前に想定しておく必要が

ある。

このガレキ等の仮置き場となる岸壁等を図３－５に示す。

ただし、通常の利用状況などから臨機応変に対応することとし、対象岸壁の埠頭に

ついてはこの限りではない。
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図３－２ 長崎県 津波浸水想定図（第 2 版） 長崎県
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図３－３ 長崎県 津波災害警戒区域（対馬市_258） 長崎県
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図３－４ 長崎県 津波災害警戒区域（対馬市―261） 長崎県
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図３－５ ガレキ等の仮置き場

厳原地区

厳原 3 号岸壁背後
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４． 対応計画

(１)直前予防の対応

① 各構成員の基本的な対応方針

対馬管内において、台風上陸が予想される２日前より、協議会の構成員は、

それぞれの組織において、５．事前対策に示す表５－１直前予防の円滑化に

努め、その旨を事務局へ報告する。（報告が必要な場合は事務局より上陸に

先立ち連絡する。）

② 事務局の基本的な対応方針

厳原港において、台風上陸が予想される２日前より、事務局においては以

下の対応を実施する。

Ⅰ．情報収集・共有

事務局は潮位等気象情報や台風等の進路情報を確認し、台風上陸が予想さ

れる２日前より、各構成員に対し、気象庁等からの情報を勘案し、適宣情報

提供を行う。

Ⅱ．体制の準備

事務局は（２）初動時の対応以降に必要な体制を整えるための準備を実施

する。具体的には、気象情報等の提供の際に併せて、初動対応の準備の可能

性がある旨を連絡し、有事に備える。

Ⅲ．各構成員への指示・伝達

事務局は各構成員に対し必要に応じ、５．事前対策に示す表５－１の対策

に努めるよう依頼する。

(２)初動時の対応

① 各構成員の基本的な対応方針

県下の対馬地域（厳原港の所在地）において、震度６弱以上の地震が発

生した場合、又は、Ｔ.Ｐ.＋５.０ｍ以上の津波が観測された場合など、協

議会の構成員は、それぞれの組織において、職員等の安否確認、通信等設

備の確保、被害状況の確認を行うとともに、可能な範囲で二次災害の防止

対策を講じる。

また、協議会の構成員は、職員等の安否や被害状況等（下記項目）につ

いて、緊急連絡網に従って、また、使用可能な通信手段（電話、携帯電話、

メール、ＦＡＸ等）を用いて、協議会事務局である厳原港港湾管理者に報

告する。

I. 安否確認

協議会構成員は、各自の組織において定めている手順に則り、職員等の
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安否確認を行う。

II. 通信等設備の確保

協議会構成員は、各自の組織において、通信等設備の確保に努める。

なお、自組織の設備が損壊するなど、外部との通信が途絶した場合にお

いては、近隣の他組織の設備を一時的に利用するなど、可能な代替措置

を講じる。

III. 被害状況の確認

協議会構成員は、各自の施設やその周辺における被害の状況を、職員

の安全確保に支障のない範囲で把握する。把握した情報は、表４－１の

記入シートに記録しておく。

IV. 二次災害の防止

協議会構成員は、各自の組織において定めている手順に則り、可能な

範囲で二次災害の防止に努める。

V. 協議会事務局への連絡

協議会構成員は、安否確認の結果や把握できている被害状況について、

協議会事務局に連絡する。なお、連絡にあたっては、図２－１に示す緊

急連絡網を利用することを原則とするが、通信設備等の状況によって、

臨機応変な対応を行うものとする。なお、（一社）長崎県港湾漁港建設

業協会においては、別途協定を締結している「災害支援協定」に基づく

被災状況報告書をもって連絡したこととみなす。
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表４－１ 被害状況記入シート
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② 電話連絡等が不可能な場合の対応

激甚な災害が発生した場合、通信手段（電話、携帯電話、メール、ＦＡ

Ｘ等）が使用不可能となる場合も想定される。その場合には、協議会事務

局である厳原港港湾管理者が、被災状況・復旧状況等の情報を集約できる

よう、関係者は徒歩等の手段で、可能な限り厳原港港湾管理者に状況を報

告し、関係者間での情報共有を図るものとする。
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(３)緊急物資輸送対応【厳原地区】 施設名：厳原４号岸壁（－７．５ｍ）

初動時対応が概ね終了した段階で、表４－２を基本として、構成員間で連携をとりつつ、迅速に緊急物資輸送対応に移

行する。

表４－２ 厳原港の緊急物資輸送の基本的な手順と役割分担

※◎⇒要請者

                                              ○⇒実施者

参集・体制設置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

被災状況の点検等 港湾施設（岸壁・用地等）被災状況の点検への協力要請 ○ ○ ○ ◎

港湾施設（岸壁・用地等）被災状況の点検（使用可否の判断） ○ ○ ○ ○

海域の被害状況把握 ○ ○ ○

応急復旧活動 水域啓開・障害物除去等の要請 ○ ○ ○ ○◎

緊急の水域啓開の実施 ○ ○ ○

暫定水深確保状況確認 ○ ○

港湾施設の応急復旧方策の決定 ○

港湾施設の応急復旧の要請 ○ ◎

港湾施設の応急復旧作業の実施 ○ ○

緊急物資輸送船の着岸支援の体制構築 ○ ○ ○ ○ ○

緊急物資の荷役実施の体制構築 ○ ○ ○ ○ ○

緊急物資輸送船の運航 ○ ○ ○ ○

緊急物資の荷役実施 ○ ○ ○ ○

緊急物資の方面別仕分けの実施、輸送等 ○ ○ ○

対馬海

上保安

部

港湾管

理者
輸送主体

港湾漁

港建設

業協会

九州運

輸局

長崎港湾・

空港整備事

務所

対馬市
利用者

（対州海運）

初動 応急復旧 緊急物資輸送

耐震強化岸壁における

緊急物資輸送船の受け

入れ準備

緊急物資輸送船の着岸

と荷役作業等の実施

24h 48h 72h

発災

情報提供

（可否判断）
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(４)本土からの貨物・旅客輸送対応① 施設名：厳原１号岸壁（－５．０ｍ）

緊急物資輸送対応と並行して、表４－３を基本として、構成員間で連携をとりつつ、迅速に本土からの貨物・旅客輸送

対応を実施する。

表４－３ 厳原港の本土からの貨物・旅客輸送対応の基本的な手順と役割分担

※◎⇒要請者

                                           ○⇒実施者

参集・体制設置 〇 〇 〇 〇 〇 〇

被災状況の点検等 港湾施設（岸壁・用地・ターミナル等）被災状況の点検への協力要請 〇 〇 ○ ◎

港湾施設（岸壁・エプロン・用地・乗降施設・ターミナル等）被災状況の点検 〇 〇 ○ 〇

応急復旧活動 水域啓開・障害物除去等の要請 〇 ○ ○◎

水域啓開の実施 〇 〇

水深確保状況確認 〇

港湾施設の応急復旧方策の決定 〇

港湾施設の応急復旧の要請 〇 ◎

港湾施設の応急復旧作業の実施 本復旧作業の実施 〇 〇

代替輸送 代替輸送に係る利用施設の選定 〇 〇 〇 〇 〇

代替施設における受入れ準備 〇 〇 〇 〇

代替輸送の実施 〇 〇 〇 〇

荷役体制・運航体制の構築 〇 〇 〇 〇

貨物船・旅客船の着岸の支援が実施できる体制の構築 〇 〇 〇

物流機能・旅客輸送機能の復旧見通しの情報発信 〇 〇

通常の取り扱い再開 〇 〇 〇 〇

長崎港湾・

空港整備事

務所

荷役体制・旅客船運航

体制の構築

1M 2M 3M

応急復旧 一部輸送再開 港湾管

理者
1D 2D 3D 4D 5D

初動
利用者

（九州郵船、

博多海陸運

送）

港湾漁

港建設

業協会

九州運

輸局
6D 1W 2W 3W

対馬海

上保安

部

対馬市
発災

情報提供
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(５)本土からの貨物・旅客輸送対応② 施設名：厳原２号岸壁（－５．５ｍ）

緊急物資輸送対応と並行して、表４－４を基本として、構成員間で連携をとりつつ、迅速に本土からの貨物・旅客輸送

対応を実施する。

表４－４ 厳原港の本土からの貨物・旅客輸送対応の基本的な手順と役割分担

※◎⇒要請者

                                             ○⇒実施者

参集・体制設置 〇 〇 〇 〇 〇 〇

被災状況の点検等 港湾施設（岸壁・用地・ターミナル等）被災状況の点検への協力要請 〇 〇 ○ ◎

港湾施設（岸壁・エプロン・用地・乗降施設・ターミナル等）被災状況の点検 〇 〇 ○ 〇

応急復旧活動 水域啓開・障害物除去等の要請 〇 ○ ○◎

水域啓開の実施 〇 〇

水深確保状況確認 〇

港湾施設の応急復旧方策の決定 〇

港湾施設の応急復旧の要請 〇 ◎

港湾施設の応急復旧作業の実施 本復旧作業の実施 〇 〇

代替輸送 代替輸送に係る利用施設の選定 〇 〇 〇 〇 〇

代替施設における受入れ準備 〇 〇 〇 〇

代替輸送の実施 〇 〇 〇 〇

荷役体制・運航体制の構築 〇 〇 〇 〇

貨物船・旅客船の着岸の支援が実施できる体制の構築 〇 〇 〇

物流機能・旅客輸送機能の復旧見通しの情報発信 〇 〇

通常の取り扱い再開 〇 〇 〇 〇

対馬市
港湾管

理者
1D 2D 3D 4D 5D 6D

初動 応急復旧 一部輸送再開
利用者

（九州郵船、

博多海陸運

送）

港湾漁

港建設

業協会

九州運

輸局
1W 2W 2M 3M

荷役体制・旅客船運航

体制の構築

長崎港湾・

空港整備事

務所

対馬海

上保安

部3W 1M

発災

情報提供
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(６)本土からの貨物・旅客輸送対応③ 施設名：厳原３号岸壁（－７．５ｍ）

緊急物資輸送対応と並行して、表４－５を基本として、構成員間で連携をとりつつ、迅速に本土からの貨物・旅客輸送

対応を実施する。

表４－５ 厳原港の本土からの貨物・旅客輸送対応の基本的な手順と役割分担

※◎⇒要請者

                                              ○⇒実施者

参集・体制設置 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

被災状況の点検等 港湾施設（岸壁・用地・ターミナル等）被災状況の点検への協力要請 〇 〇 ◎ ○ ◎

港湾施設（岸壁・エプロン・用地・乗降施設・ターミナル等）被災状況の点検 〇 〇 〇 ○ 〇

応急復旧活動 水域啓開・障害物除去等の要請 〇 〇◎ ○ 〇◎

水域啓開の実施 〇 〇 〇

水深確保状況確認 〇 〇

港湾施設の応急復旧方策の決定 〇 〇

港湾施設の応急復旧の要請 〇 ◎ ◎

港湾施設の応急復旧作業の実施 本復旧作業の実施 〇 〇 〇

代替輸送 代替輸送に係る利用施設の選定 〇 〇 〇 〇 〇

代替施設における受入れ準備 〇 〇 〇 〇

代替輸送の実施 〇 〇 〇 〇

荷役体制・運航体制の構築 〇 〇 〇 〇

貨物船・旅客船の着岸の支援が実施できる体制の構築 〇 〇 〇

物流機能・旅客輸送機能の復旧見通しの情報発信 〇 〇

通常の取り扱い再開 〇 〇 〇 〇

港湾漁

港建設

業協会

九州運

輸局
2W 3W 1M 2M 3M

荷役体制・旅客船運航

体制の構築

長崎港湾・

空港整備事

務所

対馬海

上保安

部

港湾管

理者
1D 2D 3D 4D 5D 6D 1W

初動 応急復旧 一部輸送再開 利用者

（壱岐・対馬

フェ リー）

対馬市
発災

情報提供
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(７)本土からの貨物・旅客輸送対応④ 施設名：厳原４号岸壁（－７．５ｍ）

緊急物資輸送対応と並行して、表４－６を基本として、構成員間で連携をとりつつ、迅速に本土からの貨物・旅客輸送

対応を実施する。

表４－６ 厳原港の本土からの貨物・旅客輸送対応の基本的な手順と役割分担

※◎⇒要請者

                                              ○⇒実施者

参集・体制設置 〇 〇 〇 〇 〇 〇

被災状況の点検等 港湾施設（岸壁・用地・ターミナル等）被災状況の点検への協力要請 〇 〇 ○ ◎

港湾施設（岸壁・エプロン・用地・乗降施設・ターミナル等）被災状況の点検 〇 〇 ○ 〇

応急復旧活動 水域啓開・障害物除去等の要請 〇 ○ ○◎

水域啓開の実施 〇 〇

水深確保状況確認 〇

港湾施設の応急復旧方策の決定 〇

港湾施設の応急復旧の要請 〇 ◎

港湾施設の応急復旧作業の実施 本復旧作業の実施 〇 〇

代替輸送 代替輸送に係る利用施設の選定 〇 〇 〇 〇 〇

代替施設における受入れ準備 〇 〇 〇 〇

代替輸送の実施 〇 〇 〇 〇

荷役体制・運航体制の構築 〇 〇 〇 〇

貨物船・旅客船の着岸の支援が実施できる体制の構築 〇 〇 〇

物流機能・旅客輸送機能の復旧見通しの情報発信 〇 〇

通常の取り扱い再開 〇 〇 〇 〇

港湾漁

港建設

業協会

九州運

輸局
2W 3W 1M 2M 3M

荷役体制・旅客船運航

体制の構築

長崎港湾・

空港整備事

務所

対馬海

上保安

部

港湾管

理者
1D 2D 3D 4D 5D 6D 1W

初動 応急復旧 一部輸送再開
利用者

（対州海運）
対馬市

発災

情報提供
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(８)島内への燃料供給機能対応 施設名：久田物揚場（－４．０ｍ）・久田岸壁（－５．５ｍ）

緊急物資輸送対応と並行して、表４－７を基本として、構成員間で連携をとりつつ、迅速に島内への燃料供給の対応を

実施する。

表４－７ 島内への燃料供給機能対応の基本的な手順と役割分担

※◎⇒要請者

                                              ○⇒実施者

参集・体制設置 〇 〇 〇 〇 〇

被災状況の点検等 港湾施設（岸壁・用地・ターミナル等）被災状況の点検への協力要請 〇 ○ ◎

港湾施設（岸壁・エプロン・用地・乗降施設・ターミナル等）被災状況の点検 〇 ○ 〇

応急復旧活動 水域啓開・障害物除去等の要請 〇 ○ ○◎

水域啓開の実施 〇 〇

水深確保状況確認 〇

港湾施設の応急復旧方策の決定 〇

港湾施設の応急復旧の要請 〇 ◎

港湾施設の応急復旧作業の実施 本復旧作業の実施 〇 〇

代替輸送 代替輸送に係る利用施設の選定 〇 〇 〇 〇 〇

代替施設における受入れ準備 〇 〇 〇 〇 〇

代替輸送の実施 〇 〇 〇 〇 〇

荷役体制・運航体制の構築 〇 〇 〇 〇 〇

燃料輸送船の着岸の支援が実施できる体制の構築 〇 〇 〇 〇

燃料供給機能の復旧見通しの情報発信 〇 〇

通常の取り扱い再開 〇 〇 〇 〇 〇

2M 3M

燃料供給体制の構築

長崎港湾・

空港整備事

務所

対馬海

上保安

部3W 1M

㈱ENEOS

フロンティア

長崎カンパニー

港湾管

理者
1D 2D 3D 4D 5D 6D

初動 応急復旧 一部輸送再開
利用者

（九州郵船、

博多海陸運

送）ほか

港湾漁

港建設

業協会

九州運

輸局
1W 2W

発災

情報提供
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５．事前対策

災害時の対応を迅速かつ的確に行うため、事前対策として、ボトルネック事象の

解消とその影響の低減を図ることを念頭に、協議会として表５－１に示す項目に取

り組む。

表５－１ 厳原港の事前対策

区分 項 目 対 策 実施機関

直
前
予
防
の
円
滑
化

連絡体制の確認 使用を想定している通信手段が使用可能か確認する 協議会及び構成員

散乱する恐れがある物品の固定ま

たは退避

台風による強風で、物品が飛散しないように対策す

る
協議会及び構成員

施設の災害被害予防対応

台風通過後、速やかに利用を復旧できるように、架

道橋及びボーディングブリッジ等の被害を最小限に

抑えられる状態にする

協議会及び構成員

初
動
時
の
円
滑
化

通信手段の確保 厳原港港湾ＢＣＰ協議会会員のトランシーバー等の

保有を推進する

協議会

厳原港港湾ＢＣＰ協議会の各構成

員のＢＣＰへの反映

厳原港港湾ＢＣＰを、協議会会員のＢＣＰ等に反映

する

協議会及び構成員

教育・訓練の実施 ＢＣＰの概要や先行事例の紹介など最新知識の習得

を目指した教育を行う

協議会及び構成員

初動体制の確認や情報伝達など、港湾ＢＣＰに定め

た手順や役割を確認するため実地訓練等を実施す

る。

事
業
継
続
の
円
滑
化

物資輸送の円滑化

燃料の確保 厳原港に立地する石油会社と応急復旧対応や船舶へ

の給油のための燃油調達の体制を把握する

協議会及び構成員

航路の確保 航路等が埋塞した場合の水深等の確認手段の把握 協議会及び構成員

県と国の作業分担の整理 効率的に応急復旧を行うため県と国の作業分担や指

揮命令系統を整理する

協議会

緊急物資輸送対応

上屋・倉庫の確保 地震・津波の被害が軽微と想定される上屋・倉庫の

把握

協議会及び構成員

教育・訓練の実施 緊急物資輸送を想定した訓練を行う 協議会及び構成員

その他

非常用電源の確保 緊急物資輸送や国内輸送を行う上で必要となる最小

限の電力を確保する

港湾管理者及び協議

会構成員

電気設備の復旧手法の検討 仮設電源の導入等、早期に電気設備を復旧するため

の手法を検討する

港湾管理者及び協議

会構成員

教育・訓練の実施 代替輸送等を想定した訓練を行う 協議会及び構成員
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６．教育・訓練

①対象者が知識として既に知っていることを実際に体験させることにより身体感

覚で覚えさせることと、②手順化できない事項に対して適切な判断と意思決定をく

だせる能力を鍛えること、③港湾ＢＣＰを検証し、改善することを目的に、表６－

１に示す教育・訓練を定期的に実施する。

なお、如何なる危機的事象が発生しても関係者が臨機応変な対応を行えるように

するためには、平時から当該港湾の利用実態や課題、将来の方向性を関係者が熟知

することが重要であり、表６－１に示す教育・訓練以外の場においても関係者は職

員の教育に取り組むものとする。

表６－１ 厳原港で実施する教育・訓練

項 目 頻度あるいは実施時期 対象者 頻度

直前予防および初動時円滑

化のための教育

ＢＣＰの概要や先行事例の紹介

など最新知識の習得を目指した

教育

協議会及び構成員 年１回

直前予防および初動対応に

関わる情報伝達訓練

直前予防および初動体制の確認

や情報伝達など、港湾ＢＣＰに定

めた手順や役割を確認するため

実地訓練等を実施。

協議会及び構成員 年１回

７．見直し・改善

厳原港港湾ＢＣＰについては、表７－１を基本として、協議会がＢＣＰ見直し・

改善を行う。

表７－１ 厳原港港湾ＢＣＰの見直し・改善の実施時期

項 目 頻度あるいは実施時期 備 考

有用性の確認 年１回 訓練の評価を踏まえ、

水域啓開等の見直し

利用実態や課題の確認 年１回

連絡体制等の更新 異動の都度

想定等の更新 新たな知見、リスクが認められた時点

８．その他

・被災時に点検する施設一覧表 （別紙－１）

・厳原港航路等啓開要領 （別紙－２）


